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本アンケートについて
1. 目的

校正機関・試験所等が発行する校正証明書や試験報告書等の証明書類のデジタル化に
関して現状と今後のニーズを把握する

2. 実施概要
対象者 発行者（校正機関・試験所等）／利用者
実施期間 2025年1月14日（火）～2025年3月10日（月）
実施方法 Googleフォームを利用し、NITEウェブサイトにて実施したアンケート
設問 別紙参照
参考リンク https://www.nite.go.jp/iajapan/jac/information/2024fy_questionnaire.html

3. 回答者数
756
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結果の分析について
• 回答者の立場の違いより、以下３つの単位にわ

けて分析を行った。

アンケート1問目に自身の証明書発行の有無についての設問を
挙げ、

・「はい」の者は証明書発行者としての設問に回答後、利用者
としての設問に回答する

・「いいえ」の者は証明書発行者としての設問はスキップし、
証明書利用者としての設問のみ回答する

というように設計した。（右図参照）

ここからは証明書を利用する立場と
して、ご回答ください。

ご自身の業務で、適合
性評価機関が発行する
証明書類（例：校正証
明書や試験報告書な

ど）を発行されていま
すか？

発行者としての設問

利用者としての設問

はい

いいえ

終了

441１．「発行している」かつ「利用
している」回答者

315２．「発行していない」かつ「利
用している」回答者

756３．全回答者

756

441

315
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業種

「メーカー・製造業」が回答の約半数、次点の「サービス業」と合わせると

回答の約7割を占める

→これらの業界の回答にアンケート集計結果が大きく引っ張られる可能性がある

１．「発行している」かつ「利用している」
回答者

２．「発行していない」かつ「利用している」
回答者

回
答

者
に

占
め

る
割

合

３． 全回答者
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１．
「発行している」
かつ
「利用している」
回答者
※P５～12は、右図赤の集団の
回答結果からの分析です

ここからは証明書を利用する立場と
して、ご回答ください。

ご自身の業務で、適合
性評価機関が発行する
証明書類（例：校正証
明書や試験報告書な

ど）を発行されていま
すか？

発行者としての設問

利用者としての設問

はい

いいえ

終了

756

441

315

5



証明書発行のデジタル化の現状
（全体傾向、証明書種類別）
• N＝441

• デジタル化された証明書を発行

している：していない=4:6

• 分野別の傾向は右グラフ

＜選択肢①②の説明＞

①紙媒体と同形態のものを発行している（例：紙をPDF化したもの、データシートイメージをPDF
化したもの、データの二次利用不可）

②デジタル化され、データが抽出可能な状態で発行している（例：校正対象機器名称や校正実施
場所、校正結果などを表計算ソフトにコピー＆ペースト可能（情報が抽出可能）な状態）

24%
24%

12.5%

紙

59.4%

デジタル

40.6%

12.5%

証明書発行のデジタル対応

デジタル化され、
データの抽出が
可能な状態

6

紙→

デジタル

※環境計量、エコマーク、鉄道等

※



デジタル発行推進のために必要な情報
（デジタル化対応状況毎の傾向）

＜選択肢①②の説明＞

①紙媒体と同形態のものを発行している（例：紙を
PDF化したもの、データシートイメージをPDF化し
たもの、データの二次利用不可）

②デジタル化され、データが抽出可能な状態で発行
している（例：校正対象機器名称や校正実施場所、
校正結果などを表計算ソフトにコピー＆ペースト可
能（情報が抽出可能）な状態）

• 選択肢は、
ー基礎知識
ー導入・活用事例
ー作成支援ツール
ー費用対効果
ー政策動向
• 選択肢は複数選択

可能

デジタル

紙 →
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「その他」の欄に記載のあった、
◆デジタル発行推進のために必要な情報の例

• 工業会などでの標準化・規格化の推進 。

• NITEやJABの基本的な方針（審査での取り扱い等）を知りたい。 

• セキュリテイリスクに応じた具体事例の提示やガイド。

• デジタル化に必要な要件・やるべきことなど基礎の基礎からの情報。

• 市場からの要求があれば対応するが、市場からの要求が薄いので対応しない。

• 計量証明のみ押印がいる。食品検査の業界ではPDF納品が主流。

• “紙媒体の証明書では「回収」することで無効化が担保されるが、デジタルの証明書でも紙媒体と同
等の使用停止効果が必要。

• コピーが容易に出来るので、原本管理をどうすべきかわからない。

8

◆デジタル発行の阻害要因の例

（注：記述回答より原文のまま記載）



26

44

79

121

0 20 40 60 80 100 120 140

デジタル化された証明書発行をしている理由

デジタル発行の動機、阻害要因
理由について、内的要因／外的要因ともに回答があった

＜している理由＞ ＜していない理由＞

41

17

53

99

217

0 50 100 150 200 250

デジタル化された証明書発行をしていない理由

外

内

外
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※ペーパーレス、
受け取り側の指定

※原本性の確保、セキュリティ、
デジタル証明書に関する国際整
合性 など

※内的要因：自らの取組や組織内の状況が理由となっているもの
外的要因：相手方からの要望、周辺状況が理由となっているもの

組織内でデジタル化が
推進されているため

顧客から要望があったため

業界内のトレンドとして
デジタル化が進んでいるから

※その他

デジタル証明書発行に対応した
組織内ルール・体制が整備されていないため

デジタル証明書を発行するための
導入コストがかけられないため

顧客から紙媒体での提出を求められているため

法規制等の制度上
紙媒体での発行が必須であるため

内

外

内 外

外

※その他



24%

20%

21%

18%

15%

2%

デジタル発行推進のために必要な情報
（証明書種類別）

• 全体傾向は右グラフ、証明書
種類別の傾向は次頁グラフの
とおり

• ニーズの選択肢は、
ー基礎知識
ー導入・活用事例
ー作成支援ツール
ー費用対効果
ー政策動向
• 母数は証明書種類毎に異なる

デジタル化された証明書類についての基礎知識の提供

デジタル化された証明書類の導入・活用事例

デジタル化された証明書類作成支援ツールに関する情報

デジタル化された証明書類導入にかかる費用対高価の情報

デジタル化された証明書類に関する国内外の政策的動向

その他
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デジタル発行推進のために必要な情報
（証明書種類別）

24%

14%

20%

21%

21%

標準物質認証書

34%

33%

22%

11%

臨床検査報告

21%

21%

23%

15%

20%

技能試験報告書

23%

20%

22%

16%

17%

2%

トレーサビリティ証明書

25%

20%
19%

18%

14%

4%

その他

検査報告書

23%

21%

21%

20%

14%

1%

24%

19%

22%

17%

16%

2%

校正証明書 試験報告書

26%

20%
20%

18%

14%

2%

デジタル化された証明書類についての基礎知識の提供

デジタル化された証明書類の導入・活用事例

デジタル化された証明書類作成支援ツールに関する情報

デジタル化された証明書類導入にかかる費用対高価の情報

デジタル化された証明書類に関する国内外の政策的動向

その他
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デジタル発行の普及啓発アクション
のためのニーズ把握

デジタル化された証明書類に関する基礎的コンテンツ

証明書類発行者向けのガイドラインやマニュアル

顧客向けのデジタル化された証明書類についての説明コンテンツやFAQ集

その他

39%

28%

27%

6%

情報や取り組みとして挙がったニーズ
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２．
「発行していない」
かつ
「利用している」
回答者
※P14～17は、右図赤の集団の回答
結果からの分析です

ここからは証明書を利用する立場と
して、ご回答ください。

ご自身の業務で、適合
性評価機関が発行する
証明書類（例：校正証
明書や試験報告書な

ど）を発行されていま
すか？

発行者としての設問

利用者としての設問

はい

いいえ

終了

756

441

315
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紙

44.8%
デジタル

55.2%

18.1%

証明書利用のデジタル化の現状
（全体傾向、証明書種類別）

• N＝315

• 利用している証明書のうち、
デジタル化しているものが
ある（デジタル）：ない（紙のみ）
=6:4

• 分野別の傾向は右グラフ

14

＜選択肢①②の説明＞

①紙媒体と同形態のものを発行している（例：紙をPDF化したもの、データシートイメージをPDF
化したもの、データの二次利用不可）

②デジタル化され、データが抽出可能な状態で発行している（例：校正対象機器名称や校正実施
場所、校正結果などを表計算ソフトにコピー＆ペースト可能（情報が抽出可能）な状態）証明書発行のデジタル対応

デジタル化され、
データの抽出が
可能な状態

紙→

デジタル

※認定証、鉄道等

※



デジタル利用推進のために必要な情報
（デジタル化された証明書の利用状況毎の傾向）
• 選択肢は、
ー基礎知識
ー導入・活用事例
ー利用支援ツール
ー費用対効果
ー政策動向
• 複数選択可能

デジタル

紙 →

＜選択肢①②の説明＞

①紙媒体と同形態のものを発行している（例：
紙をPDF化したもの、データシートイメージを
PDF化したもの、データの二次利用不可）

②デジタル化され、データが抽出可能な状態で
発行している（例：校正対象機器名称や校正実
施場所、校正結果などを表計算ソフトにコピー
＆ペースト可能（情報が抽出可能）な状態）
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デジタル利用推進のために必要な情報
（証明書種類別）
• 全体傾向は右グラフ、証明

書種類別の傾向は次頁グラ
フのとおり

• ニーズの選択肢は、
ー基礎知識
ー導入・活用事例
ー作成支援ツール
ー費用対効果
ー政策動向
• 母数は証明書種類毎に異なる

24%

20%

21%

18%

15%

2%

全体

31%

21%18%

17%

11%

2%

デジタル化された証明書類についての基礎知識の提供

デジタル化された証明書類の導入・活用事例

デジタル化された証明書類作成支援ツールに関する情報

デジタル化された証明書類導入にかかる費用対高価の情報

デジタル化された証明書類に関する国内外の政策的動向

その他
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デジタル利用推進のために必要な情報
（証明書種類別）

31%

21%17%

17%

12%
2%

31%

20%18%

18%

11%

2%

試験報告書

28%

23%
18%

16%

13%
2%

検査報告書

30%

21%20%

16%

12%
1%

標準物質認証書

31%

25%
18%

14%

12%

臨床検査報告

31%

22%
17%

17%

12%
1%

技能試験報告書

30%

21%19%

18%

10%
2%

トレーサビリティ証明書

33%

14%14%

10%

19%

10%

その他

校正証明書

デジタル化された証明書類についての基礎知識の提供

デジタル化された証明書類の導入・活用事例

デジタル化された証明書類作成支援ツールに関する情報

デジタル化された証明書類導入にかかる費用対高価の情報

デジタル化された証明書類に関する国内外の政策的動向

その他
17



３．
全回答者

※P19～24は、右図赤の集団の
回答結果からの分析です ここからは証明書を利用する立場と

して、ご回答ください。

ご自身の業務で、適合
性評価機関が発行する
証明書類（例：校正証
明書や試験報告書な

ど）を発行されていま
すか？

発行者としての設問

利用者としての設問

はい

いいえ

終了

756

441

315
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証明書利用のデジタル化の現状
（全体傾向、証明書種類別）

• N=756

• 利用している証明書のうち、
デジタル化しているものが
ある（デジタル）：ない（紙のみ）
＝5:5

＜選択肢①②の説明＞

①紙媒体と同形態のものを発行している（例：紙をPDF化したもの、データシートイメージをPDF
化したもの、データの二次利用不可）

②デジタル化され、データが抽出可能な状態で発行している（例：校正対象機器名称や校正実施
場所、校正結果などを表計算ソフトにコピー＆ペースト可能（情報が抽出可能）な状態）

紙

47.4%

デジタル

52.6%

17.6%

証明書発行のデジタル対応

デジタル化され、
データの抽出が
可能な状態

19

紙 →

デジタル

※

※品質マネジメントシステム、鉄道等、環境計量、審査報告書等

※



※その他

88

19

44

62

241

0 50 100 150 200 250 300

デジタル化された証明書を利用していない理由

73

85

141

204

0 50 100 150 200 250

デジタル化された証明書を利用している理由

デジタル利用の動機、阻害要因
理由について、内的要因／外的要因ともに回答があった

24

212

510

602

0 100 200 300 400 500 600 700

証明書の利用目的

内

外

外
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※相手からの提供がデジタル
のみ、共有化が容易で保管管
理しやすい

※相手からの提供が紙媒体のみ、デジタルである
メリットがない、必要性を感じない、機器現物の
近傍で保管したい

※内的要因：自らの取組や組織内の状況が理由となっているもの
外的要因：相手方からの要望、周辺状況が理由となっているもの

組織内でデジタル化が推進されているため

相手方（取引企業、規制当局、認証機関等）
から要望があったため

業界内のトレンドとして
デジタル化が進んでいるから

外

内

外

デジタル化された証明書類利用に対応した
組織内ルール・体制が整備されていないため

※その他

デジタル化された証明書類を利用するための
導入コストがかけられないため

取引企業や認証機関等の相手方から
紙媒体での提出を求められているため

法規制等の制度上
紙媒体での提出が必須であるため

その他

直接証明書を利用するため

品質マネジメントシステムの証明として
審査・監査に利用するため

購入した製品やサービスの添付、
付加情報として証明書の写しや情報を利用するため



デジタル利用推進のために必要な情報
（デジタル化された証明書の利用状況毎の傾向）

• 選択肢は、
ー基礎知識
ー導入・活用事例
ー利用支援ツール
ー費用対効果
ー政策動向
• 複数選択可能

＜選択肢①②の説明＞

①紙媒体と同形態のものを発行している（例：紙を
PDF化したもの、データシートイメージをPDF化し
たもの、データの二次利用不可）

②デジタル化され、データが抽出可能な状態で発行
している（例：校正対象機器名称や校正実施場所、
校正結果などを表計算ソフトにコピー＆ペースト可
能（情報が抽出可能）な状態）

デジタル

紙 →
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「その他」の欄に記載された、
◆デジタル利用推進のために必要な情報の例

• まずは標準化が行われることを望みます 

• デジタル化に関わるスタッフの倫理観

• デジタル証明書類を用いた各種申請の許認可についての監督官庁の対応状況の情報

• 証明書の使用や保存についてのセキュリティ等留意点

• 導入のための専門家支援、派遣など 

• 発注者（仕様書）からのデジタル化された証明書類での発行の指定

• 外部審査機関の電子化の考え方

• 審査員が電子的な証明書に苦言を呈さないこと 

• 公的認知。デジタルで受けとったものを紙に印刷しないような仕組みが必要

• 県・県議会が条例改正を行えば推進

• 組織のスキームが確立されていない 

• 官庁、自治体が入札要件として電子的媒体による完成図書納品を条件に含むことが必要

22

◆デジタル利用の阻害要因の例

（注：記述回答より原文のまま記載）



デジタル利用推進のために必要な情報
（証明書種類別）

• 全体傾向は右グラフ、証明書
種類別の傾向は次頁グラフ

• ニーズの選択肢は、
ー基礎知識
ー導入・活用事例
ー作成支援ツール
ー費用対効果
ー政策動向
• 母数は証明書種類毎に異なる

28%

22%19%

17%

12%

2%

全体

デジタル化された証明書類についての基礎知識の提供

デジタル化された証明書類の導入・活用事例

デジタル化された証明書類作成支援ツールに関する情報

デジタル化された証明書類導入にかかる費用対高価の情報

デジタル化された証明書類に関する国内外の政策的動向

その他
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デジタル利用推進のために必要な情報
（証明書種類別）

28%

22%19%

16%

13%

2%

校正証明書

27%

22%19%

17%

13%
2%

試験報告書

28%

23%18%

16%

13%
2%

検査報告書

28%

23%20%

15%

12%
2%

標準物質認証書

31%

25%
18%

14%

12%

臨床検査報告

26%

23%20%

17%

13%
1%

技能試験報告書

26%

16%

16%

18%

17%

7%

その他

27%

22%19%

18%

12%
2%

トレーサビリティ証明書

デジタル化された証明書類についての基礎知識の提供

デジタル化された証明書類の導入・活用事例

デジタル化された証明書類作成支援ツールに関する情報

デジタル化された証明書類導入にかかる費用対高価の情報

デジタル化された証明書類に関する国内外の政策的動向

その他
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まとめ

• デジタル化された証明書を扱っているのは、発行者利用者ともに約半
数。

• デジタル化に関する情報提供のニーズは、
発行者からは、「基礎知識」「発行のためのツールの導入事例」
利用者からは、 「基礎知識」「発行された証明書の活用事例」
についてのニーズが高い。

• デジタル化された証明書の発行、利用動機、あるいは阻害要因は、内
的要因、外的要因共に確認された。

• デジタル化の阻害要因として、紙媒体を前提としているスキームオー
ナーや規制当局への働きかけが必要とのコメントが散見された。
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（別紙）
アンケート設問
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アンケート設問
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アンケート設問
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アンケート設問
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アンケート設問
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アンケート設問

32



アンケート設問
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アンケート設問
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